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総合事業の充実に向けた基本的な考え方



地域支援事業の全体像

【財源構成】

国 25%

都道府県
12.5%

市町村
12.5%

1号保険料
23%

2号保険料
27%

【財源構成】

国 38.5%

都道府県
19.25%

市町村
19.25%

1号保険料
23%

介護予防給付
（要支援１～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業
○二次予防事業
○一次予防事業
介護予防・日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む
要支援者向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援

業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

新しい介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、それ以外の者）

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○ 一般介護予防事業

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○在宅医療・介護連携推進事業

○認知症施策推進事業

（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員等）

○生活支援体制整備事業
（コーディネーターの配置、協議体の設置等）

介護予防給付（要支援１～２）

充
実

事業に移行

訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護１～５） 介護給付（要介護１～５）

＜改正前＞ ＜改正後＞介護保険制度

全市町村で
実施

改正前と同様
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介護予防・生活支援サービスにおけるサービスの類型

①訪問型サービス ※ 市町村はこの例を踏まえて、地域の実情に応じた、サービス内容を検討する。

○ 訪問型サービスは、現行の訪問介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。
○ 多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体による
支援、保健・医療の専門職が短期集中で行うサービス、移動支援を想定。

基準 現行の訪問介護相当 多様なサービス

サービス
種別

①訪問介護 ②訪問型サービスＡ
（緩和した基準によるサービス）

③訪問型サービスＢ
（住民主体による支援）

④訪問型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

⑤訪問型サービスＤ
（移動支援）

サービス
内容

訪問介護員による身体介護、生活援
助

生活援助等
住民主体の自主活動
として行う生活援助等

保健師等による居宅
での相談指導等

移送前後の生活
支援

対象者と
サービス
提供の考
え方

○既にサービスを利用しているケー
スで、サービスの利用の継続が必要
なケース
○以下のような訪問介護員による
サービスが必要なケース
（例）
・認知機能の低下により日常生活に支障が
ある症状・行動を伴う者
・退院直後で状態が変化しやすく、専門的
サービスが特に必要な者 等

※状態等を踏まえながら、多様なサービスの
利用を促進していくことが重要。

○状態等を踏まえながら、住民主体による支
援等「多様なサービス」の利用を促進

・体力の改善に向け
た支援が必要なケー
ス
・ADL・IADLの改善に
向けた支援が必要
なケース

※3～6ケ月の短期間で行
う

訪問型サービス
Ｂ

に準じる

実施方法 事業者指定 事業者指定／委託 補助（助成） 直接実施／委託

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基準
個人情報の保護等の
最低限の基準

内容に応じた
独自の基準

サービス
提供者（例）

訪問介護員（訪問介護事業者） 主に雇用労働者 ボランティア主体
保健・医療の専門職

（市町村） 5



基準 現行の通所介護相当 多様なサービス

サービス
種別

① 通所介護 ② 通所型サービスＡ
（緩和した基準によるサービス）

③ 通所型サービスＢ
（住民主体による支援）

④ 通所型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

サービス
内容

通所介護と同様のサービス
生活機能の向上のための機能訓練

ミニデイサービス
運動・レクリエーション
等

体操、運動等の活動な
ど、自主的な通いの場

生活機能を改善するため
の運動器の機能向上や栄
養改善等のプログラム

対象者と
サービス
提供の考
え方

○既にサービスを利用しており、サービスの利用
の継続が必要なケース
○「多様なサービス」の利用が難しいケース
○集中的に生活機能の向上のトレーニングを行
うことで改善・維持が見込まれるケース
※状態等を踏まえながら、多様なサービスの利用を促進し
ていくことが重要。

○状態等を踏まえながら、住民主体による支援
等「多様なサービス」の利用を促進

・ADLやIADLの改善に向け
た支援が必要なケース
等

※3～6ケ月の短期間で実
施

実施方法 事業者指定 事業者指定／委託 補助（助成） 直接実施／委託

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基準
個人情報の保護等の
最低限の基準

内容に応じた独自の基準

サービス
提供者
（例）

通所介護事業者の従事者
主に雇用労働者

＋ボランティア
ボランティア主体

保健・医療の専門職
（市町村）

②通所型サービス ※ 市町村はこの例を踏まえて、地域の実情に応じた、サービス内容を検討する。

○ 通所型サービスは、現行の通所介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。
○ 多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体による
支援、保健・医療の専門職により短期集中で行うサービスを想定。

③その他の生活支援サービス

○ その他の生活支援サービスは、①栄養改善を目的とした配食や、②住民ボランティア等が行う見守
り、③訪問型サービス、通所型サービスに準じる自立支援に資する生活支援（訪問型サービス・通所
型サービスの一体的提供等）からなる。 6



通所型サービスA（生きがいデイ）は、要支援認定を受けた方や、事業対象者を対
象に実施する総合事業のサービスの一つです。

従来の「介護予防通所介護」よりも、人員配置基準や設備基準等が緩和されてい
ます。

①目的
利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むことができるよう
必要な日常生活上の支援及び運動等を行うことにより、利用者の心身機能の維持
回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指します。

②目標
利用者が、住み慣れた地域で、地域資源を活用しながら、自分らしい生活を継続で
きることを目標とし、基本的には、概ね１年間で卒業を目指します。

目 的

１．通所型サービスA（生きがいデイ）について



① 現行相当の事業の対象者には該当しないが、継続的な運動指導、生活リハビリ
テーションが必要な人

② 通所型サービスＣや現行相当の事業の利用により、状態が改善し、自立に向け
た支援が必要な人

③ 基本チェックリストにより、運動機能向上、閉じこもり予防、認知症予防の取組が
必要と判断された人

対象者（事業対象者、要支援１・２の人）

１．通所型サービスA（生きがいデイ）について



〇旧介護予防通所介護相当サービス事業と比較して、主に緩和され
ているもの

①人員配置基準の緩和
管理者、利用者15人以上の場合の従事者必要人員数等を緩和

②設備基準の緩和
面積や相談室・事務室等の設置について緩和

③個別サービス計画書の作成の緩和
基本単価のみの利用者は、個別サービス計画書の作成を義務付けない

緩和した基準によるサービス

２．事業所指定について



①実施地域の緩和
１圏域、1事業所の指定を撤廃し、事業所で圏域を設定できるようにします。

②新規事業者の申請受付開始
利用者の選択肢を広げるため、新規事業所（市内のみ）の指定申請の受付を開始
します。

③サービス提供時間の緩和
サービス提供時間を緩和し、３時間から５時間の間で事業所が設定することができ
るようにします。

④機能訓練指導員の資格要件の緩和
機能訓練指導員の資格要件の緩和し、健康運動指導士を追加します。

令和８年度改正点

２．事業所指定について



○３時間～５時間
※サービス提供時間を、３時間から５時間の間で事業所が設定

①健康チェック
②運動指導
※機能訓練指導員による運動指導は、月1回以上、1回1時間以上実施
※機能訓練指導員不在の回は、介護職員等による運動指導等で可
ただし、運動指導のプログラムは機能訓練指導員より提供

③口腔体操
④レクリエーション、食事（任意） 等
⑤個別プログラム（該当者のみ）
⑥送迎

３．サービス内容・サービス提供時間について

サービス内容

サービス提供時間



①管理者 １名（兼務可）

②生活相談員 １名以上（兼務可）

③看護職員 １名以上（兼務可）
※体調急変時、主治医、協力医、看護職員と連携が図れていれば良い。

④従事者
利用者１５人まで専従１名以上
利用者１５人以上 必要数
※従事者の資格は問わない。

⑤機能訓練指導員 １名以上（月１回以上出務）
※資格要件：理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、健康運動指導士
※機能訓練指導員が個別プログラム担当者と兼務しても良い。

４．人員・設備・運営について

人員基準について



①運営規定の整備
②個別プログラム利用者に対する個別サービス計画書の作成
③従事者の清潔の保持、健康管理
④秘密の保持、個人情報の厳密な管理
⑤事故発生時の対応
⑥廃止・休止の届出と便宜の提供 等

①合計面積が３㎡×利用定員数
②室構成、室数は問わない
③消火設備その他非常災害に必要な設備
④必要なその他の設備、備品（送迎の車両など）

４．人員・設備・運営について

設備基準について

運営基準について



①通所型デイサービス費（独自/定率）
1,302単位/月（週1回）

②加算
・運動機能向上加算 200単位/月
・栄養改善加算 100単位/月
・口腔機能向上加算 100単位/月
・複数サービス実施加算 300単位/月
・離島加算 200単位/月

※月４回の実施は維持すること
※事業対象者・要支援１・要支援２関係なく介護報酬は統一
※地域単価10円/単位

報酬単価について

５．報酬単価について



〇限度額管理の対象
※事業対象者は要支援１の限度額を目安とする。

６．支給限度額・利用者負担・請求方法について

支給限度額について

〇所得に応じて介護報酬の１割～３割
※食費は別途負担

利用者負担について

〇国保連合会経由で審査・支払い

請求方法について



原則、下記の①～③に全て該当している者が対象となる。
①基本チェックリスト該当者
運動機能低下、口腔機能低下、栄養改善のいずれかの項目に該当している。

②個別プログラムを提供することで、機能維持・改善が期待できる者
１）運動機能向上プログラム
・生活不活発に起因する運動機能の低下
・骨折や入院等に起因した運動制限に伴う機能の低下
２）口腔機能向上プログラム
・加齢に伴う口腔機能の低下
・歯の喪失に伴う咀嚼・嚥下機能の低下
３）栄養改善プログラム
・口腔機能の低下による食欲の低下に伴う体重減少
・生活不活発に伴う体重減少、やせ

③医療管理に基づく指導の必要のない者（リハビリ期間を終了したものを含む）

７．個別プログラムについて

対象者



①基本プログラム
１）アセスメント（利用初月に実施）
２）個別サービス計画の作成（利用初月に作成）
３）個別プログラムの提供（参加時には毎回実施できる体制を確保）
４）自宅で実施するプログラムの提供と実施状況のチェック（毎月）
５）評価（利用６か月後・１年後）

②アセスメント
１）運動機能アセスメント
・福岡県理学療法士会が作成した「てんとう虫テスト」を実施
２）口腔機能アセスメント
・口腔ケアアセスメント票を活用
３）栄養アセスメント
・簡易栄養状態評価表（ＭＮＡ）を活用

７．個別プログラムについて

実施内容



③個別サービス計画の作成
・「生きがいデイ教室個別サービス計画書・サービス提供評価書」にて作成。
※事業所で作成している書式を活用して良いが、下記内容を必ず記載すること。
≪必須事項≫
１）ケアプランに記載されている課題及び目標
２）アセスメント結果
３）指導計画
４）地域包括支援センター（介護予防支援事業所）への報告事項

④自宅で実施するプログラムの提供と実施状況のチェック
・自宅で実施することを指導し、毎週実施状況を確認する。
※個人ファイルや手帳等、すでに事業所で使用しているものを活用しても良い。

⑤評価（６か月後・１年後）
・機能評価（運動・口腔・栄養アセスメント）
・目標達成状況や行動面での変化で総体的に事業の効果を評価する。

７．個別プログラムについて

実施内容



〇下記の資格を有する者をサービス担当者として配置する。（非常勤・兼務可）
サービス担当者は、月１回以上利用者へ指導を行うこと。
①運動機能向上プログラム
理学療法士又は作業療法士の資格を有する者（非常勤・兼務可）

②栄養改善プログラム
管理栄養士の資格を有する者（非常勤・兼務可）

③口腔機能向上プログラム
言語聴覚士又は歯科衛生士の資格を有する者（非常勤・兼務可）

７．個別プログラムについて

サービス担当者



①個別サービス計画の作成
１）把握した課題に応じ、個別サービス計画を作成する。
２）個別サービス計画を地域包括支援センターへ提出し、共有する。
３）利用者及び家族に個別サービス計画の内容を説明し、同意を得る。

②プログラムの提供
１）個別サービス計画に基づき、個別プログラムを提供する。
２）サービス担当者は関連職種に対して個別・集団に対応したサービス提供ができ
るよう指導及び助言等を行う。
３）月１回以上個別プログラムの提供内容や解決すべき課題の改善状況等を記録
する。

③改善状況の把握（評価）
１）機能の変化について６か月に１回ごとに把握し、記録する。
２）把握した情報は、担当する地域包括支援センター（介護予防支援事業所）へ報告
する。

７．個別プログラムについて

サービス担当者の業務



① 個別プログラムの提供期間は、１年間を基本とし、利用者の生活の改善や改善内
容の習慣化を意識付ける。

② 個別プログラムの提供の必要性については、ケアマネジメント担当者がアセスメン
ト（利用者の課題や改善の可能性等）により判断する。

③ ケアマネジメント担当者が個別プログラムを提供する必要性があると判断した場
合、原則、利用開始前に地域ケア会議で各専門職に意見を求め、個別プログラ
ムの適応となるか否かを判断すると共に課題や目標を明確にし、ケアプランと個別
サービス計画との連動を図る。

④ 個別プログラムを提供した利用者については、月１回加算を算定できる。
⑤ 個別プログラムを提供している利用者については、６か月後及び１年後に効果を
評価する。

⑥ １年後の評価結果によって、下記のとおり対応する。
・基本チェックリスト非該当者：生きデイ教室を卒業する。
・該当していた項目が改善した者：セルフケア等へ移行する。
・該当していた項目が改善しなかった者：改善しなかった要因分析等による検証を
行い課題を把握するし、他のサービスへの移行や医療との連携等を検討する。

⑦ 個別サービス計画書及びサービス提供評価書等の関係書類は、５年間保存する
こと。

７．個別プログラムについて

留意事項


